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はじめに

本稿の目的は、 ドイツにおいて全日制学校が拡充されたことで、全日制学校においてどのような

役割変容が生じているのか、その態様について論じることである。

ドイツでは、 P1SA2000の結果を受けて始まった rp1SAショックJの後、さまざまな教育改革に

取り組んでいる。その中でもとりわけ影響力の大きな改革のーっとして挙げられるのが全日制学校

の拡充である。旧西ドイツ地域か旧東ドイツ地域かを関わず、 ドイツの学校は伝統的に午後 1時前

後に終了する半日制学校であった。午後 3時あるいは午後4時頃まで授業を行う全日制学校は、 i日

西ドイツ地域においては、すでに rp1SAショック j以前から総合制学校や促進学校(特別支援学校)

など、一部の学校においては存在したものの、その割合はきわめて少なかった。他方、東ドイツ時

代には、幼稚園(Kindergarten)や学童保育所 (Hort)が充実していたため、ほとんどすべての子

どもたちが終日にわたり世話を受けていた (Cortina，Baumert， Leschinsky， Mayer， Trommer 

2003: 26)。ただし、こうした施設は、 ドイツ統一後にその多くが財政的な理由により廃止される

こととなった(ArbeitsgruppeBildungsbericht am Max. Plank 1nstitut fur Bildungsforschung 

1994: 766)。

!日西ドイツ地域に関して言えば、これまでにも全日制学校の拡充に関する論議は幾度となく繰り

返されてきた。たとえば、 1970年代に論議された大規模な教育改革の中でも、 ドイツ教育審議会

(Deutscher Bildungsrat)による勧告の中で全日制学校の拡充が提起された。しかしながら、 rp1SA

ショックj後の取り組みのような大規模な全日制学校の拡充は、 rp1SAショックj前には見られな

かった。

rp1SAショックj後から始まった全日制学校の拡充は、P1SA2000の結果が発表された直後の 2001

年 12月に、 16州の文部大臣から構成される各州文部大臣会議が、 ドイツ全州で優先的に取り組む

べき教育改革の 7分野を決議したことに始まる。この7分野には教育改革の課題が包括的に含まれ

ており、全日制学校の拡充もそのーっとなった。その後、連邦教育研究大臣を代表とする連邦と各

州は、 2003年 5月に「投資プログラム『将来の教育と支援 JJ 2003-2007管理協定 j

(Verwaltungsvereinbarung 1nvestitionsprogramm "Zukunft Bildung und Be悦 uung“2003-2007) (以

下、 1ZBBとする)を策定し、これを受けて連邦全体で 40億ユーロ(1ユーロ=125丹とした場合、約

5000億円)が全日制学校の拡充に投入されることとなった (BMBF2003a)。こうして財政的な基盤
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が用意されたことにより、各州において全日制学校の拡充に関する具体的な取り組みが始められた。

こうした全日制学校の拡充により、新たに全日制学校へと移行した学校では、午前の活動は従来

どおりである一方、午後の活動は午前の活動から独立した活動として取り組まれる場合が多い。も

ちろん午前の活動と完全に独立して取り組まれるということではないものの、日本の学校での午後

の活動のイメージとは異なり、午前の活動の延長線上にあるという訳ではないので注意を要する。

そこで本稿では次の 3つの課題を設定する。第ーに全日制学校がどのような現状にあるのかをデ

ータをもとに明らかにすることである。第二に全日制学校において取り入れられている午後の活動

について論じることである。第三に全日制学校における役割変容について論じることである。

日本とは異なる論理で営まれているドイツの全日制学校をとらえ、そこから見えてくる学校の役

割変容を探ることは、実験室での実験が不可能な社会科学分野の研究においては、きわめて重要な

研究手法の一つであると考える。さらにいえば、市場原理にもとづくアングロ・サクソン系諸国の

教育改革から大きな影響を受けている日本にとって、学校の公共性や社会的不平等の是正(原田

2007: 100)を重視するドイツでの取り組みから、日本における今後の取り組みを考えるための新た

な選択肢を得ることができると考える。

なおドイツでは、全日制学校に関する先行研究はすでに数多く出されている。しかしながら、管

見の限りでは、その大半は全日制学校の開発に関する研究である。いかにして全日制学校の成果を

高めるかといったテー?を扱った研究が主流である。すでにある全日制学校の実態を把握し、その

特質について論じるという研究は少ない。こうした中で、学校の役誤変容に関わる先行研究として

は次の研究がある。ハンス・へーニツ、ンュ、クラウディア・ヘルメンス、ガブリエレ・ノノレトの 3

名による共同研究である (Haenisch，Hermens， Nordt 2005)。この中ではノルトライン・ヴェス

トアァーレン'J+Iを事例として、全日制学校の担当者の役割理解 (Rollenverstむldnis)について論じ

られている。他方、日本での先行研究としては、坂野 (2007)、原田 (2007)、柳津 (2004)があ

る。ただし、これらの研究では PISAショックへの対応策としての全日制学校に関しては若干の記

述が見られるものの、全日制学校の拡充に関するドイツ全体の現状にはふれていなし、。全日制学校

の役割変容に関する研究も、管見の限りでは見られない。

1 .全日制学校の現状

本節では、まず全日制学校の現状について以下の 6点から述べる。第一に活動のコンセプト、第

二に活動形態、第三に学校および児童・生徒の実数、第四に活動日数、第五に活動内容、第六に活

動担当者、である。なお、第四から第六までは、 ドイツ菌際教育研究所 (DeutschesInstitut品r

Internationale P註dagogischeForschung) の研究グループによる「全日制学校の開発に関する研究

(Studie zur Entwicklung von Ganztagsschule) J (以下、 StEGとする)がまとめた文献『ドイツ

の全日制学校 r全日制学校の開発に関する研究j の最終調査の結果Jl (Holtappels， Klieme， 

Rauschenbach， Stecher 2007)に依拠する。
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(1 )活動のコンセプト

第一に活動のコンセプトについてである。 2003年に連邦教育研究省により、全日制学校における

教育コンセプト (p邑dagogischeKonzept)として次のような 7つの質的基準(Qualit邑tskriterien)が

出され、各州文科省はこの基準を目安に全日制学校を拡充することとなった(BMBF2003b: 7)。

1. たとえば、才能、学習態度、家庭の学習環境、事前の知識といった、生徒の異なる学習前提

を十分に考慮に入れた、多様性の教育学による個人への支援と学習機会の開拓(individuelle

Fりrderungund Er凸ffnenvon Lernchancen) 

2. たとえば、 45分授業という常識の打破、自主的な授業やプロジェクトの導入など、授業、

追加の活動、午前と午後の自由時間を結びつけることによる、授業や学習文化の変革

(Verむlderungvon Unterricht und Lernkultur) 

3. 共同の生活と学習、互いに尊敬し合う仲間、社会的能力を支援する活動による、異年齢集団

での社会的学習(sozialesLernen) 

4.保護者や生徒の、ともに決定し、ともに作り上げ、ともに責任をとる力の向上にもとづく協

力(Partizipation)

5.青少年支援機関、社会文化的施設、地元企業との協力による学校の開放(Offnungvon Schule) 

6. たとえば、青少年支援機関、音楽学校、スポーツ間体といった学校外の活動機関を入れるこ

とによる創造的な自由時間の構成(kreativeFreizeitgestaltung) 

7. 学校経営担当者、教職員、教務職員、学校外の協力者に必要な継続教育による担当者の資質

向上(Quali五zierungdes Personals) 

こうした 7つの質的基準には全日制学校を作り上げる上で重要な指針が含まれている。ここから

わかるのは、午後の活動を自由にかっ多様に作り上げる余地が与えられているということである。

学校外の担当者からの協力を得ながら、多彩な活動が各学校ごとに可能となることがうかがえる。

全日制学校の拡充にはいくつかの理由があり、ホルタッベノレスは次の4つの理由を指摘している

(Holtappels 2005: 8-11)。第一に社会福祉的なインフラ (sozialeInfrastruktur)の部分的受容

である。第二に社会化機能 (sozialerzieherischeFunktion)の強化である。第三に変化した教育要

求 (gewandelteBildungsanforderungen)への対応である。第四に学習文化や支援方法の向上へ向

けた学校の時間の拡大 (erweiterteSchulzeit)である。これら 4つの理由の重要度は州によって異

なる。各州は、自らの州が置かれた状況に応じて全日制学校のコンセプトを定め、具体的な政策を

策定している CWissenschaftlicherBeirat fur Familienfragen 2006: 46-48)。

(2)活動形態

第二に活動形態についてである。全日制学校の拡充において最も基盤となるのは財政的な基盤と

しての IZBBである。 IZBBでは各州の児童・生徒数に比例して各州に配分された。その際、各什|に
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おいて具体的にどのような学校が全日制学校となるかという全日制学校の定義については、 fドイ

ツ連邦共和国各州での全日制形態の一般教育学校に関する報告J (Berichtめerdie allgemein 

bildenden Schule in Ganztagsform in den Landern in der Bundesrepublik Deutschland) (2004年1月

2自)において、次の 3点が示された (Sekretariatder Standigen Konferenz der Kultusminister der 

Lander in der Bundesrepublik Deutschland 2004: 4)。

一午前中の授業に加え、 1週間に最低3日は、最低7校時にわたる全日制のプログラムを生徒に

提供する

一全日制のプログラムがある日には毎日、参加する生徒に昼食が用意される

一午後のプログラムは学校経営担当者の監督と責任の下で準備され、学校経営担当者との密接な

協力の下に実施され、午前の授業と関連性を持つように構想される

すなわち、授業時間、食事、学校経営組織という 3点において全日制学校であるか否かが判断さ

れることとなったのである。ただし、こうした点で全日制学校と認められた場合においても、全日

制学校への参加は強制ではないため、各学校での児童・生徒の参加形態により、全日制学校の形態

が分かれることとなる。間報告の中では、全日制学校の具体的な形態として、以下の 3つの形態が

挙げられている (Sekretariatder Standigen Konferenz der KultusmIllIster der L加 derin der 

Bundesrepublik Deutschland 2004: 5)。

一完全義務裂(vollgebundene Form)では、全生徒が少なくとも遺 3日、その日には少なくとも 7

校H寺田まで、学校での全日制の取り組みに参加することが義務づけられる

一部分義務型(teilweisegebundene Form)では、生徒の一部が少なくとも週 3日、その日には少

なくとも 7校時自まで、学校での全日制の取り組みに参加することが義務づけられる

一自由型(offeneForm)では、生徒は少なくとも適 3日、その日には7校時自まで、学校での教育

や支援に関連した取り組みに参加することができる。各生徒あるいはその教育権者は、少なく

とも半期ごとに全日制の取り組みへの参加の有無を示さなければならない

このように、新たに設けられる午後の活動への児童・生徒の参加形態によって全日制学校は3つ

の型に分けられる。ただ、し、これら 3つの型のうち、複数の型が併設された学校も見られる。

(3)学校および児童・生誌の実数

第三に学校および児童・生徒の実数についてである。学校および児童・生徒の実数はどのように

なっているか。数多くの統計データの中から、ここでは 2008年 3月に各州文部大臣会議から発表さ

れた最新の統計資料にもとづいて、第一に全日制学校数とその割合、第二に全日告IJ学校で学ぶ児童・

生徒数とその割合、第三に学校種ごとの全日制学校で学ぶ児童・生徒の割合、第四に全日制学校の
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各形態ごとの割合、という 4つの点から捉えることにする。

第一に全日制学校の学校数とその割合 (2002年と 2006年)である。これは表 1に示すとおりで

ある (Sekretariatder St如 digenKonferenz der Kultusminister der Lander in der Bundesrepublik 

Deutschland 2008: 1)。

表 1 全日制学校の学校数とその割合 (2002年と 2006年)

学校数 割合(%)

2002 2006 2002 2006 

バーデン・ピ、ユルテンベルク州 372 609 9. 0 14.7 

バイエノレン州 471 812 11. 7 20.2 

ベルリン州 292 556 34. 7 71. 2 

プランデンブルク州 141 315 13.9 34.9 

プレーメン州 11 42 6.0 22.8 

ハンブルク州 42 146 10. 1 36. 6 

ヘッセンチ1'1 223 406 12.0 21. 8 

メクレンブルク・フォアポンメノレン1'1'1 98 210 13. 0 33. 7 

ニーダーザクセン州 210 504 6. 1 16.2 

ノルトライン・ヴ、アストファーレンチ1'1 637 2921 10.0 46. 3 

ラインラント・プブアノレツ州 220 485 13. 3 28.6 

ザールラント州 99 228 23. 9 74.5 

ザクセン州 1328 1227 72.8 80. 7 

ザクセン・アンハノレト州 174 205 13. 3 21. 0 

シュレスヴィッヒ・ホノレ、ンュタインチ、1'1 23 377 2.0 34. 3 

テューリンゲン州 610 645 58. 7 69.3 

合計 4951 9688 16.3 33.6 

表 1は各州において全日制学校の占める割合がどのように変化していったかを示す表である。

2002年には 16.3%であった全日制学校が 2006年にはドイツの全学校の 33.6%を占めるようになっ

たことがわかる。この数には IZBB以前から全日制学校であった学校も含まれているものの、 IZBB

以前の 2002年から見れば、 4年間で2倍以上に増加していることがわかる。

州ごとにみた場合、ザクセンチ1'1では 2006年現在、州内の全学校の 80.7%が全日制学校となって

おり、最も多い。これにザールラント什|の 74.5%、ベルリン州の 71.2%が続いている。逆に最も少

ないのがパーデ、ン・ピュノレテンベルク州の 14.7%であり、ニーダーザクセン州の 16.2%がこれに続

いている。
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第二に全日制学校の児童・生徒数の割合 (2002年と 2006年)である。これは、表 2に示すとお

りである (Sekreta立atder StおlCligenKonferenz der Kultusminister der Lander in der Bundesrepublik 

Deutschland 2008: 30)。

全日制学校の児童・生徒数の割合は、 2006年現在で 17.6%である。これは 2002年の 9.8%に比

べると、 2倍近くに増加しているものの、まだ5人に 1人にも満たない割合である。

最多の州はザクセン州であり、 46.8%とほぼ2人に 1人が全日制学校で学んでいる。これに、テ

ューリンゲン州の 40.9%、ベルリン州の 38.5%と続いている。逆に少ない州は、バイエノレン州の

3.5%、ザーノレラントチHの8.2%、ラインラント・プファルツ州の 1l.7%となっている。

表2 全日制学校の児童・生徒数とその割合 (2002年と 2006年)

児童・生徒数 割合(%)

2002 2006 2002 2006 

ノくーデ、ン・ピュノレテンベルク州 70， 145 142，432 5，8 11，9 

バイエルン州 31，682 47，365 2， 3 3，5 

ベルリン州 69， 023 112，088 21，9 38， 5 

プランデンブノレク州 26，984 52， 394 10，7 27， 1 

プレーメン州 2，963 8，386 4， 6 13，4 

ハンブノレク州 8，821 54， 395 5， 7 35，6 

ヘッセンリ、H 87， 791 137，556 13， 7 22， 0 

メクレンブソレク・フォアポンメノレン州 14，440 29， 450 8，1 23，5 

ニーダーザクセン州 56，747 143，630 6， 2 16，0 

ノルトライン・ r:;/ァストアァーレン州 306，927 413，761 14，6 20，4 

ラインラント・プファルツ州 25，972 51，087 5， 7 11，7 

ザールラント州 4，721 8，241 4， 3 8， 2 

ザクセン'HI 86，214 136，045 22， 3 46，8 

ザクセン・アンハルト州 23， 167 28， 183 9， 6 16， 1 

シュレスヴィッヒ・ホノレシュタインチ1'1 11，365 52， 177 3，6 16， 7 

テューリンゲン外| 46，973 67，272 21，4 40，9 

合計 873，935 1，484，462 9，8 17，6 

第三に学校種ごとの全日制学校の割合と児童・生徒数の割合 (2002年と 2006年)である。これ

は、表 3に示すとおりである (Sekretariatder StむldigenKonferenz der Kultusminister der 

Lおlderin der Bundesrepublik Deutschland 2008: 4 -10， 31-37)。

学校種は州ごとに異なるため、ここでは各州で共通性の高い主な学校種目IJのデータのみを挙げる
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ことにする。まず、初等教育学校である基礎学校(第 1-4学年)での全日制学校の害IJ合は、 2006

年には 29.1%になっており、これは 2002年の 10.3%の約3倍となっている。児童数の割合では 2006

年に 12.7%であり、 2002年の 4.2%に比べると約 3倍に増加している。

中等教育学校である基幹学校(第5学年一第9学年)の割合は 2006年に 27.6%であり、これは

2002年の 11.5%の2倍以上である。生徒数の割合では 2006年には 18.9%となり、 10.2%であった

2002年の 2倍近くになっている。同じく中等教育学校である実科学校(第 5学年一第 10学年)の

割合は 2006年に 18.7%であり、 2002年の 9.6%の2倍近くになっている。生徒数の割合では 2006

年には 8.5%であり、 4.0%であった 2002年の約2倍である。さらに同じく中等教育学校であるギ

ムナジウム(第 5学年一第 12あるいは 13学年)の割合は 29.8%であり、 12.2%であった 2002年

の2倍以上である。生徒数の割合では 2006年は 12.5%であり、 2002年の 3.9%の約 3倍となって

いる。これら 3つの学校種をあわせた機能を有する統合型総合制学校は、前述のように IZBB以前

から全日制の形態をとる学校が多く、 2002年に 62.8%であった割合が 2006年には 77.9%に増加し

ている。生徒数の割合で見ても、 2002年の 66.8%から 2006年の 75.3%に増加している。

表3 学校種ごとの全日制学校の誤合と児童・生徒数の割合 (2002年と 2006年)

学校の割合(%) 児童・生徒の割合(%)

2002 2006 2002 2006 

基礎学校 10.3 29. 1 4.2 12. 7 

基幹学校 11. 5 27.6 10.2 18. 9 

実科学校 9.6 18. 7 4. 0 8. 5 

ギムナジウム 12.2 29.8 3.9 12.5 

統合型総合制学校 62.8 77.9 66.8 75. 3 

一一 」

第四に学校種による各型の割合である。これは表4に示すとおりである (Sekretariatder St釦 digen

Konferenz der Kultusminister der Lander in der Bundesrepublik Deutscbland 2008: 4 -10)。

表4 学校種による各型の割合(全学校に占める割合) (2006年)

完全義務型(%) 部分義務型(%) 自由型(%)

基礎学校 O. 7 1.4 27.0 

基幹学校 7.3 4. 7 15.6 

実科学校 2.2 1.8 14. 7 

ギムナジウム 4. 5 2. 6 22.8 

統合型総合制学校 51. 0 4. 5 22.4 
」 一一 一
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学校種ごとに見ると、統合型総合制学校を除いて、いずれの学校種においても自由型の割合が高

くなっている。とりわけ、基礎学校では自由型の割合が他の学校種よりも高くなっている。これに

対して、統合型総合制学校では完全義務型の割合が高くなっている。

(4)活動日数

第四に全日制学校の活動日数についてである。 StEGによると、基礎学校の場合、第 1学年から

第4学年までみた場合に、 f4日ないし 5S Jと回答した学校の割合は、第 1学年で 93.4%、第2

学年で 93.4%、第3学年で 92.6%、第4学年で 92.6%であった (Holtappels2007: 188)。調査

対象となった学校の 9割以上が f4日ないし 5日j と回答しており、基礎学校の場合、ほぼ毎日、

午後の活動を設けている学校が圧倒的であることがうかがえる。

他方、中等教育段階ではこの傾向は異なっている。 f4日ないし 5日j と回答した学校の割合は、

学年が上がるにしたがって低下する傾向が見られる。たとえば、中等教育段階で f4日ないし 5日j

と回答した学校の割合は、第 5学年で 57.3%、第 6学年で 55.9%、第 7学年で 52.7%、第8学年

で50.0%、第 9学年で 45.5%、第 10学年で 38.2%となっている (Holtappels2007: 188)。低学

年ほど午後の活動に取り組んでいることがうかがえる。

(5)活動内容

第五に全日制学校の活動内容についてである。全日制学校における午後の活動内容は基本的に多

様であり、実際に各学校で提供できる活動内容として上位に挙げられているのは次のような活動で

ある(狂oltappels2007: 192)。基礎学校においては、 「宿題の支援J (97.6%)、 「音楽・絵画

の活動J (96.3%) 、 「温かい昼食J (95.4%)、 「スポーツ活動J (94.6%) 、 「フ。ロジェクト

活動J (89.1%) である。他方、中等教育学校では、 「宿題の支援J (94.5%)、 「プロジェクト

活動J (93.4%)、 「スポーツ活動J (89.9%)、 「技術・ニューメディア活動J (89.6)、 f媛

かい昼食J (88.3%)である。

次にこれを頻度からみると次のようである。上記の活動を「週4@]から 5回j 、 「週 2回から 3

回j 、 f逓 1回J、 「月ごとにおよびまれにj の4つに分けた場合、基礎学校において f適4回か

ら5回j の上位に挙げられたのは、 「温かい昼食J (99.6%)、 「生徒だけでの自習J (99. 1 %)、

「信題の支援J (84.0%) 、 「自由活動J (55. 1 %)、 「特別な支援活動J (42.3%)であり、自

主的で自由な活動がほぼ毎日入っていることがうかがえる。さらに、 f週 2回から 3回Jの上位に

挙げられたのは、 「教科の補習授業J (64.8%)、 「音楽・絵画の活動J (58.7%)、 「スポーツ

活動J (52. 1 %)、 「算数の学習J (49.9%)、 f特別な支援活動J (45.6%) であり、日によっ

て多様な活動が入ることがうかがえる。

他方、中等教育学校では、「週 4毘から 5回jの上位に挙げられたのは、「温かい昼食J(75.7%)、

「生徒だけの自習J (64.4%) 、 f宿題の支援J (47.8%) 、 「選択活動J (33. 1 %)、 「スポー

ツ活動J (26.4%)であり、ほぼ毎日行われる活動に関しては、基礎学校と類似した傾向が見られ

る。さらに、 「逓 2呂から 3回j の上位に挙げられたのは、 「特別な支援活動J (58.7%)、 f教

つム「「U
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科の補習授業J (58.2%)、 「音楽・美術の活動J (49.2%)、 「選択学習J (48.2%)、 「宿題

の支援J (47.5%)であり、基礎学校ほどではないものの、日によって多様な活動が入ることがう

かがえる。

(6)活動担当者

第六に活動担当者についてである。全日制学校において午後も活動を行う上で問題となることの

一つが、誰が活動を担うのかという担当者の問題である。

誰が午後の活動を担っているのかという点では、実に多様な担当者が関与していることがうかが

える。教員以外にも、さまざまな分野から担当者が集められている。たとえば、全日制学校に関与

する人員として次の 6つのカテゴリーが挙げられている (DKJS2006: 39)。第一に教員

(Lehrpersonal)である。第二に社会福祉教育者 (Sozialpadagog/innen)、学校ソーシヤルワー

カー (Schulsozialarbeiter/innen)などの教育関係、職員 (PadagogischesPersonal)、第三にスポ

ーツトレーナーや音楽家などの学校外の協力者 (ausersch ulische Koopera tionsp artner・)、第屈に

老人や近隣住民などの名誉職の協力者 (EhrenamtlicheMitarbeiter) 、第五に父母

( Elternmitarbeit )、第六に学校事務職員(秘書)、用務員などの教育関係以外の職員

(Nicht-padagogisches Personal)である。

これらの担当者を所属する部門から見ると次のようになる (Sekretariatder Standigen 

Konferenz der Kultusminister der L忌nderin der Bundesrepublik Deutschland 2008: 89)。すな

わち、福祉団体、青少年団体、スポーツ図体、文化・芸術団体、学校助成田体、市民運動団体、教

会などの無償の提供者が 63.9%と3分の 2近くを占めている。これに対して、連邦、州、自治体な

どの公的な提供者は 21.1 %、民間のスポーツ学校・施設、民間の音楽・芸術学校、工場などの営利

的な提供者は 14.9%に止まっている。

このように教員以外に多様な担当者が活動を担っている。それでは、教員と教員以外の担当者は

どのように活動を分担し合っているのか。次に見るのは、教員と教員以外の担当者との分担の様子

である。 rおもに教員が担当j 、 fおもに教員以外が担当j 、 「両者が間程度担当j という 3つの

カテゴリーを設けて活動ごとに聞いている (DieckmannlHohmann/Tillmann2007: 177)。

まず基礎学校では、 「おもに教員以外が担当Jとして上位に挙げられているのは、 「制約のない

自由時間J (98.0%)、 「制約のある自由活動J (87.7%)、 「宿題の支援・学習活動J (71. 6%) 

である。他方、「おもに教員が担当jとして上位に挙げられているのは、「支援的な取り組みJ(53.7%)、

f永続的な学校プロジェクト活動J (45.5%)、 f教科に関連した学習活動J (31. 6%)である。

このように、両者はそれぞれの担当内容において分担し合っていることがうかがえる。しかし、 f両

者が間程度担当Jでは、 f教科横断的なプロジェクト活動J (36.5%)、 f教科に関連した学習活

動J (30.9%)、 「永続的な学校プロジェクト活動J (27.0%) となっており、両者が間程度関与

することで成り立っている活動も一定程度見られることがわかる。

次に中等教育段階 Iの学校では、 fおもに教員以外が担当j として上位に挙げられているのは、
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「制主力のない自由時間J (45.6%) 、 「制約のある自由活動J (29. 1 %)、 「宿題の支援・学習活

動J (26.7%) である。他方、 「おもに教員が担当j として上位に挙げられているのは、 「支援的

な取り組みJ (83.3%) 、 「永続的な学校プロジェクト活動J (80.3%) 、 「教科に関連した学習

活動J (78.4%) であり、基礎学校の場合と類似した分担体制が営まれていることがうかがえる。

さらに、 f両者が間程度担当j では、 f教科横断的なプロジェクト活動J (28.4%) 、 f制約のあ

る自由活動J (2l. 2%) 、 f制約のない自由時間J (19.9%) となっており、基礎学校の場合と同

様に、両者が間程度関与することで成り立っている活動が一定程度見られることがわかる。

2. 全自制学校での午後の活動

本節では、全日告IJ学校で、の午後の活動の特質について論じる。全日制学校の役割変容を論じる上

では、従来存在しなかった午後の活動がどのような活動であり、どのような特質を有しているのか

はきわめて重要である。午後の活動の特質として指摘できるのは次の 3点である。

第一に昼食の提供である。半日制学校から全日制学校へと移行することにより、従来必要とされ

ていなかった昼食の提供が必要になる。全日制学校では午後の活動に要する経費だけでなく、昼食

を提供するための設備を新たに設けるための経費も必要となる。多額の経費が投入されている全日

制学校への移行は、 ドイツにおいて重要な取り組みであることを示している。

この昼食の提供は単に食事をとることだけに止まらない。昼食の提供とともに生活指導に類する

取り組みも行われている。こうした取り組みは教員が担当する場合もあれば、教員以外の担当者が

担当する場合もある。いずれにしても、昼食の提供は児童・生徒とのコミュニケーションを含む教

育活動の一部ととらえられている。カムスキは、これを「食事という文脈における社会的なコミュ

ニケーションおよび文化技術の持つ重要性Jと捉え、 f共同体教育の諾側面 (gemeischaftsbildende

Aspekte) Jと指摘している (Kamski2008: 567)。

全日制学校の拡充にともない、昼食のみでなく朝食を提供する学校も見られる。たとえば、筆者

が2007年 12月に訪問したノルトライン・ヴェストアァーレン州ギュータスロー(Gutersloh)にあ

る基礎学校 (EuropaschuleNordhorn)では、全日制学校への移行にともない、希望する児童には

昼食だけでなく朝食も提供されていた。

第二に宿題の支援である。へーマンとシャーパーが rW信題』というテーマやその組織化、なら

びに機能や期待という点で宿題と結びつけられることのすべてが、全日制学校にとっては中心的な

意義を持っているJ (Hるhmann/Schaper2008: 576) と指摘するように、午後の活動において宿題

の支援は重要なテーマである。家庭で宿題を済ませることが困難な児童・生徒がいるため、全日制

学校での午後の活動において児童・生徒が宿題に取り組めるということはきわめて重要である。

宿題の支援の他に、教科の補習授業も実施されている。午前の学習活動を補完するという意味で

は、宿題の支援だけでなく教科の補習授業も同様の役割を担っている。宿題の支援や教科の補習授

業は新しいことを学ぶということではなく、午前の学習活動の確実な定着、学習時間の確保という
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意味合いを持つ。その際に重要なことは、あくまでも午前中の活動との密接な関連のもとで午後の

活動が計画されているということである。午後の活動は、形態としては午前の活動から独立してい

るが、この意味では午前の活動と密接な関連を持っている。午後の活動は午前の活動を補完する形

で実施されているのである。

第三に多様な学習機会の提供である。午後の活動では宿題の支援や教科の補習授業だけでなく、

さらに多様な学習機会も提供される。選択活動、自由活動、音楽・絵画の活動、スポーツ活動など

である。第二で挙げたように、宿題の支援や教科の補習授業など午前の活動を補完する活動が取り

入れられる一方、これ以外にも多様な学習機会が提供される。

多様な学習機会の提供は、文化的な活動をとおして学校生活の楽しさを感じるという意義を持つ。

友人とともに文化的な活動に取り組むことをとおして、 1人で無為に時間を過ごすことでは得られ

ない経験、目的を持って関心のある活動に取り組む経験を児童・生徒に与える。こうした取り組み

をとおして、児童・生徒は学ぶ喜びを味わうことができ、学校生活に価値を見いだすことができる。

プリュスは、全日制学校では「授業が倍人の能力開発の機会と捉えられるようになるJ、 「学校が

集団による主題の開発(学級での積極的な意見の形成)の機会とみなされるようになるj 、 f新た

な刺激をもたらす環境や学習のための環境が創造されるようになるjと指摘する (Pruβ2008:540)。

PISAショックへの対応としての学力向上という観点、からすると、一見遠回りのようではある。し

かしながら、こうした活動は学習への動機づけの貴重な機会を提供している。 ドイツには移民の背

景を持つ児童・生徒も多数在籍しており、学校生活以前に社会生活に違和感を感じている場合が少

なくない。こうした状況の中で学校生活に楽しさを見いだすということは重要である。全日制学校

において、学校生活に楽しさを見いだす取り組みとして、児童・生徒の関心から出発する自由な活

動やこれに合致する文化的な活動が用意されている意義は大きい。

おわりに一全日制学校の役割変容ー

さいごに、全日制学校の拡充による学校の役割変容について、以下の 3点から論じる。

第一に役割変容が生じている学校についてである。役割変容が見られる学校は全日制学校のうち

の一部の学校である。第2節で指摘したように、午後の活動において、昼食の提供、宿題の支援、

多様な学習機会の提供が見られる全日制学校においてである。

たしかに全日制学校のうち、これらの活動を実施している学校の割合は高い。しかしながら、州

により教育課題が異なるため、全日制学校の拡充に関する政策は州により多様であり、上記のよう

な活動が必ずしも全ての全日制学校において見られるというわけではない。したがって、役割変容

が見られる学校は全日制学校のうちの一部の学校に限られるといえる。

こうした前提のもとで、第二に役害IJ変容の内容についてである。役割変容の内実としては、次の

2点、を指摘することができる。第一に昼食の提供や宿題の支援に見られる、学校への福祉的機能の

受容である。従来、こうした福祉的機能は家庭で担われていた。しかし、全日制学校での午後の活
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動の一部に新たに受容されることとなった。第二に多様な学習機会の提供に見られる、学校の学習

支援機能の拡大である。これは従来からの午前の活動にも部分的には含まれていた。しかしながら、

全日制学校での午後の活動は午前の活動とは異なる。午前の活動の単なる拡大や延長ではなく、午

前の活動の補完として原理的に異なる新たな活動となっている。

このように、本稿で指摘する役割変容とは、ある役割が月IJの役割に取って代わったという意味で

の役割変容ではない。福祉的機能の受容および学習支援機能の拡大によって生じた役割変容は、従

来までの午前の活動に比べて相対的に活動が多様化したという意味での役割変容である。

第三に日本の教育にとって、 ドイツでの全日制学校の役割変容がもたらす意義についてである。

役割変容の内実として挙げられる福祉的機能や学習支援機能は、全日制学校としての長い歴史を有

する日本の学校では、これまでさまざまな形で実践されてきたことである。しかし、学習指導要領

の改訂に見られるように、ゆとりの見直しが進む近年の教育改革の方向性からすると、日本ではむ

しろ縮小されつつあるともいえる。

さらに、近年の f学力格差を克服する学校Jに関する研究(志水 2006) などと比較した場合に、

ドイツの全員制学校での取り組みがどのような成果を生み出すかは注自に値する。 rはじめにj に

おいて「日本における今後の取り組みを考えるための新たな選択肢を得ることができるj と述べた

点からいえば、全日制学校の役割変容が示しているドイツでの取り組みの検証は、日本の選択した

方向を異なる観点、から検証することにつながる。

最後に本稿では十分にふれることのできなかった点についてである。本稿ではドイツ全体の動向

という観点から全日制学校での役割変容を取り上げた。しかし、全日制学校に関する政策は州によ

り独自性が見られる。今後の課題として、各州の取り組みを事例として取り上げ、分析することが

挙げられる。その際には、 PISAの結果との関連、各州、iの財政状況との関連についても分析し、さら

に通常は学校でも勤務している社会福祉教育者 (Sozialpadagog/innen)などの配置状況や位置づけ

に関する分析にも取り組まなければならない。
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